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第３部 資料編

１ 子育て支援に関するニーズ調査概要

１）未就学児

①調査目的

次世代育成支援に関する保護者の意識と実態を把握し、子育て支援ニーズを把握す

るための基礎資料とする。

②調査方法

調 査 対 象：中央市に住む未就学児を持つ保護者

調査票配布数：483

抽 出 方 法：住民基本台帳から無作為抽出

調 査 方 法：郵送法（配布・回収とも）

調 査 期 間：平成 21 年２月 19 日～３月４日

調 査 担 当：中央市子育て支援課

③回収結果

回 収 率 70.4％ （Ｂ÷Ａ×100）

有効回収率 68.5％ （Ｄ÷Ａ×100）

Ａ．調査票配布数 調査対象からサンプリングし、調査票を配布し

た数

483

Ｂ．回収数 調査主体に回収された調査票の数 340

Ｃ．無効票数 白票などの無効票の数 9

Ｄ．有効回収数 回収数から無効票数を除いた数 331
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２）小学生

①調査目的

次世代育成支援に関する保護者の意識と実態を把握し、子育て支援ニーズを把握す

るための基礎資料とする。

②調査方法

調 査 対 象：中央市に住む小学生を持つ保護者

調査票配布数：356

抽 出 方 法：住民基本台帳から無作為抽出

調 査 方 法：配布・回収とも、小学校経由。

調 査 期 間：平成 21 年２月 19 日～３月４日

調 査 担 当：中央市子育て支援課

③回収結果

回 収 率 84.6％ （Ｂ÷Ａ×100）

有効回収率 83.7％ （Ｄ÷Ａ×100）

Ａ．調査票配布数 調査対象からサンプリングし、調査票を配布し

た数

356

Ｂ．回収数 調査主体に回収された調査票の数 301

Ｃ．無効票数 白票などの無効票の数 3

Ｄ．有効回収数 回収数から無効票数を除いた数 298
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２ 市民からのご意見募集について

本市規程に基づき平成 22 年２月１日から 22 日にかけてパブリックコメントを実施

しました。

１）募集要項

市民の皆さまからの次世代育成支援に関するご意見募集について

中央市では、次代を担う子どもたちの健やかな育成を支援するために、次世代育成

支援対策推進法に基づく「中央市次世代育成支援地域行動計画－後期行動計画」を策

定しています。今回、平成 19 年度に策定した前期行動計画を見直し、平成 22 年度か

ら平成 26 年度までの後期行動計画を策定します。

以上のことを踏まえ、市民の皆様の次世代育成支援に関するご意見をお聞かせくだ

さい。

応募方法

中央市の公式ホームページと各庁舎で「次世代育成支援地域行動計画－後期行動計

画（案）」を公開します。その内容をご覧の上でご意見を「応募用紙」にご記入いた

だき、窓口にご提出ください。

また、「応募用紙」の提出方法は、電子メールやファクシミリ、郵送、窓口での直

接手渡しのいずれかでお願いいたします。

募集期間：平成 22 年２月１日（月）～22 日（月）

後期行動計画（案）

公開する「次世代育成支援地域行動計画－後期行動計画（案）」は、下記の内容で

す。詳細については、公式ホームページで公開されているファイル及び各庁舎にある

冊子をご覧ください。

○表紙

○あいさつ文・目次

○総論編－第１章

○総論編－第２章

○計画編
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２）募集用紙

次世代育成支援に関するご意見応募用紙

中央市では、次代を担う子どもたちの健やかな育成を支援するために、次世代育成

支援対策推進法に基づく「中央市次世代育成支援地域行動計画－後期行動計画」を策

定しています。

公開している後期行動計画（案）をご覧の上、下記の項目について次世代育成支援

に関するご意見をお聞かせください。

１．子育て支援や少子化対策への全般的なご意見をお聞かせください。

２．中央市の次世代育成支援行動計画の取り組みについてご意見をお聞かせください。

３．その他、何かご意見がありましたらご自由にお書きください。

貴重なご意見をいただきありがとうございました。ご記入いただいた用紙は、上記

の宛先にファクシミリで送付するか、各庁舎の窓口へお渡しください。

募集期間：平成２２年２月１日（月）～22 日（月）

連絡先 保健福祉部 子育て支援課 〒409-3893 中央市成島 2266 番地

ＴＥＬ：055-274-8557 ファクシミリ：055-274-1125

メールアドレス：kosodate@city.chuo.yamanashi.jp
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３ 策定の経過

実施日 策定経過、議題

平成 21 年４月９日 ○事務局打合せ

策定スケジュールなど

平成 21 年７月９日 ○第１回 次世代育成支援対策地域協議会

ニーズ調査結果報告、策定スケジュール、将来人口推

計及びニーズ量の算出方法について協議、承認

平成 21 年８月末 ○供給サービス量（目標事業量）の県提出

平成 21 年９月 16 日 ○第２回 次世代育成支援対策地域協議会

前期計画の評価、供給サービス量（目標事業量）、後期

行動計画の骨子案について協議、承認

平成 21 年 11 月～12 月 ○現況データの収集と整理

○事業計画及び目標値の収集と整理

平成 21 年 11 月 13 日～17

日

○各課ヒアリング

事業計画及び目標値について関係各課のヒアリング

健康推進課、福祉課、子育て支援課、教育委員会、政

策秘書課

平成 21 年 11 月 ○後期行動計画素案の作成

平成 21 年 11 月 30 日 ○第３回 次世代育成支援対策地域協議会

計画素案の協議、承認

平成 22 年２月１日～22 日 ○市民からのご意見募集

（パブリックコメントの実施）

平成 22 年２月～３月 ○市民からのご意見の取りまとめ

○後期行動計画の編集

平成 22 年３月 15 日 ○後期行動計画の完成



- 58 -

４ 次世代育成支援対策地域協議会

１）要綱

中央市次世代育成支援対策地域協議会設置要綱

平成 20 年 2 月 25 日

中央市告示第５号

（設置）

第１条 中央市における次世代育成支援対策の推進に関し必要となるべき措置につい

て協議するため、次世代育成支援対策地域協議会（以下「地域協議会」という。）を置

く。

（所掌事務）

第２条 地域協議会は、次に掲げる事項について協議を行う。

（１） 行動計画の策定に関すること。

（２） 行動計画の進行管理に関すること。

（組織）

第３条 地域協議会は、委員 20 人以内で組織する。

２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。

（１） 学識経験を有する者

（２） 福祉、保健、教育関係者

（３） 子育て支援関係者（市内在住者）及び市内事業主

（委員の任期）

第４条 委員の任期は、２年とする。

（会長及び職務代理）

第５条 地域協議会に会長及び副会長を置き、委員の互選により定める。

２ 会長は、地域協議会を代表し、会務を総理する。

３ 会長に事故あるときは、副会長が職務を代理する。

（会議）

第６条 地域協議会は、会長が招集し、その議長となる。

２ 地域協議会は、委員の半数以上が出席しなければ、会議を開くことができない。

３ 地域協議会は、必要に応じて、委員以外の者の出席を求め、その意見を聞くことが

できる。

（庶務）

第７条 地域協議会の庶務は、子育て支援課において処理する。

（その他）

第８条 この要綱に定めるもののほか、地域協議会の運営に関し、必要事項は別途定め

る。

附則

この要綱は、平成 20 年３月１日から施行する。
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２）地域協議会委員名簿

№ 所 属 氏 名 所属・役職名 備 考

1 医療関係 西野 義久 西野内科医院 学識経験者

2 幼稚園関係者 中沢 悦理 田富みかさ幼稚園理事長 教育関係者

3 保育園関係者 三井 みどり 中央市公立保育園代表園長 福祉関係者

4 幼稚園関係者 井口 太 わかば幼稚園園長 教育関係者

5 保育園関係者 乙黒 いく子 まみい保育園園長 福祉関係者

6
民生・児童委員

会会長
池谷 克明 中央市民生・児童委員会会長 福祉関係者

7 主任児童委員 岡村 悦子 中央市主任児童委員代表 福祉関係者

8 主任児童委員 田中 てる志 中央市（田富）主任児童委員 福祉関係者

9 保健師 相田 幸子 中央市保健師 保健関係者

10
食生活改善推進

委員
三井 弘子

中央市食生活改善推進委員会会

長
保健関係者

11 児童館 河西 美代子 中央市児童館担当 福祉関係者

12 教育委員長 内藤 貴 教育委員長 教育関係者

13 小学校 早川 憲三 田富小校長（小学校代表） 教育関係者

14 社会福祉法人 三尾 馨 ひとふさの葡萄 理事長 教育関係者

15 青少年育成 薬袋 壽信 青少年カウンセラー代表 教育関係者

16 小中学校 PTA 宮川 勇徳 中央市ＰＴＡ連絡協議会会長 教育関係者

17
中小企業事業主

関係
石田 彌

協同組合山梨県流通センター専

務理事・事務局長

事 業 主 関 係

者

18
子育て支援サー

クル
大竹 鈴子 おんぶコアラ代表

子 育 て 支 援

関係者

19 愛育会 鷹野 利美 中央市愛育会会長 保健関係者

◎

※◎は会長を示しています。



５ 中央市と山梨県の次世代育成支援に関する窓口

■中央市の次世代育成支援に関する窓口

赤ちゃんが生まれたら（手当・制度など） 健康推進課 電話２７４－８５４２

乳幼児の子育て支援（手当・制度など） 健康推進課 電話２７４－８５４２

子育て支援課 電話２７４－８５５７

ひとり親のために（手当・制度など） 子育て支援課 電話２７４－８５５７

障がい児のために（手当・制度など） 福祉課 電話２７４－８５４４

■山梨県内の次世代育成支援に関する窓口

かるがも：子育て相談総合窓口 ２２８－４１５２

障がい児（者）相談所：心身に障がいのある方の相談など ２５４－８６７１

精神保健福祉センター：精神障がい児（者）の社会復帰、参加促

進や心の健康相談

２５４－８６４４

心の健康など電話相談：ストレスダイヤル ２５４－８７００

精神科救急医療相談窓口 ２５４－３１１９

中央児童相談所：児童に関する各般の問題につき家庭その他から

の相談など

２５４－８６１７

「親が子どもがいきいきプラン」に関するお問合せ先

〒409-3893 中央市成島 2266 番地 保健福祉部 子育て支援課

電話：０５５－２７４－８５５７ ＦＡＸ：０５５－２７４－１１２５

メールアドレス：kosodate@city.chuo.yamanashi.jp

中央市の次世代育成に関する施設

□保育園・幼稚園

玉穂保育園 ２７３－２２０５

まみい保育園 ２７３－３５２２

田富第一保育園 ２７３－３５５７

田富第二保育園 ２７３－３０７２

田富第三保育園 ２７３－６２２０

田富北保育園 ２７３－６３０１

豊富保育園 ２６９－２０１１

わかば幼稚園 ２７３－５７３７

田富みかさ幼稚園 ２７３－６３８６

□児童館

玉穂中央児童館 ２７３－８２７１

玉穂北部児童館 ２７３－７９６７

玉穂西部児童館 ２７４－００９７

田富中央児童館 ２７４－２２２１

田富わんぱく児童館 ２７３－０５８８

田富ひばり児童館 ２７３－１４１７

田富杉の子児童館 ２７３－１８１８

田富ひまわり児童館 ２７３－０７５１

田富つくし児童館 ２７４－３２６０

田富すみれ児童館 ２７４－２３５３

豊富児童館 ２６９－３０６７

□小学校

三村小学校 ２７３－８７１１

玉穂南小学校 ２７４－１１２２

田富小学校 ２７３－２１１７

田富北小学校 ２７３－１７６０

田富南小学校 ２７３－９１１１

豊富小学校 ２６９－２０１２ □社会福祉法人

ひとふさの葡萄 ２７８－５０７０

□中学校

玉穂中学校 ２７３－８２１１

田富中学校 ２３０－７０８０
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